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　　（ ₁）　公立高校 PTA の解散と PTA 雇用職員の地位（以上、₆₇号）
　　（ ₂）　PTA への加入意思の有無と保護者の活動との関係（以上、本号）








が争われた、熊本地判平成₂₈年 ₂ 月₂₅日平成₂₆年（ワ）₉₉₂号は、PTA の活動の法
律上の性格と保護者の活動との関係について改めて考えてみるための、典型的な事
案ということができる。
【事実】　本件の原告保護者 X は、平成₂₁年 ₈ 月頃、養育する子 A 及び B と共に、
本件公立 Y 小学校校区に転居し、A らは Y 小学校に転入した。本件の被告 Y 小学







　A らは、転入直後、転入手続に関する他の書類と共に、Y 小 PTA の発行に係る、
「私たちの Y 小 PTA」と題する冊子（以下、「本件冊子」という）を持ち帰った。
本件冊子には、Y 小学校に関する一般的な説明のほか、Y 小 PTA に関する一般的
な説明、及び、Y 小 PTA の会則等が掲載されており、Y 小学校の児童の保護者及




　X は、A らが Y 小学校に転入して以降、平成₂₃年 ₃ 月頃までの間、Y 小 PTA が
学校を介して児童らに配布した「PTA 会費納入袋」との文字が印刷されている封
筒に、PTA 会費と同額の金員を入れ、Y 小 PTA に対して計₉₇₅₀円を支払った。また、
X は、平成₂₃年度から₂₅年度にかけて、計 ₅回程、保護者により行われる防犯パト
ロールに参加した。
　A が Y 小学校を卒業して C 中学校に入学した平成₂₃年 ₄ 月、X は、C 中学校に
は PTA 会費の減免制度があることを知り、Y 小 PTA に対して会費の減免を申し入
れたところ、前例がないため時間がかかるとの回答を得た。その後、翌平成₂₄年 ₂
月、X は Y 小 PTA に対し、「PTA 退会のお願い」と題する書面を差し入れ、平成
₂₃年 ₄ 月以降についての会費の支払を行わないようになり、代わりに、月額₁₅₀円
をカンパの名目で Y 小 PTA に支払うようになった。これに対して Y 小 PTA 会長は、
平成₂₄年 ₃ 月末頃、X に対して「PTA 会費納入のお願い」と題する書面を交付し、
同書面中で、X が Y 小 PTA の会則の掲載された本件冊子を受領した以上、児童が
Y 小学校に在籍している限り PTA は退会できないため、会費を納入してほしい旨
を述べたが、約 ₂年経過した後の平成₂₆年 ₂ 月半ば、書面により、Y 小 PTA が入
退会自由の団体であることを認め、児童が在籍している限り PTA を退会できない
とした部分を撤回して謝罪した。
　本件は、以上の事実関係の下で、X が Y 小 PTA に対し、X が Y 小 PTA に入会し




PTA の法的地位（ ₂） （星野）
【判旨】　請求棄却。




小に転入後、最初に会費を納入した時点において、X は Y 小 PTA の会員となり、
また、X 自身も自らが会員であるとの認識を有していたというべきである。」
　「本件冊子の交付、その後の会費納入袋の交付及び納入袋を使用した会費の納入
という一連の流れからすると、Y 小 PTA が主張するとおり本件冊子の交付をもっ
て入会の申込みと捉えることができるかはさておくとしても、会員ではないのに会
費を納入する必要性も合理性も見出しがたいことに鑑みれば、遅くとも X が会費
納入袋を使用して会費を納入し、Y 小 PTA がこれを受領した時点において、X と
Y 小 PTA との間で入会についての黙示的な申込みと承諾の合致があったものと認
められる。」
　「X は、Y 小 PTA に会費を納入した時点において、PTA が学校とは別組織という
認織がなく、会費は教材費等の校納金と同趣旨のものと認識していたと主張」する
が、「Y 小 PTA の会費納入袋には「PTA 会費納入袋」と明記されており、PTA とい





　「また、X は、平成₂₄年 ₂ 月に Y 小 PTA に対し退会の申入れをしたことにつき、
それまでも会員であることの認識はなかったが、他に適当な言葉が思いつかなかっ
たために退会という言葉を使用したに過ぎないと供述する。しかし、X の上記供述








　「以上によれば、X は Y 小 PTA に入会していたと認めるのが相当である」から、
X の主張する Y 小 PTA による不法行為は、X が Y 小 PTA の会員でなかったとの前
提を欠くものであり、また、X が支払った会費が Y 小 PTA の不当利得となるもの
でもない。
　本件は、公立小学校 PTA に対して保護者が提起した訴訟であり、X の主張した
「PTA による強制加入」の問題に加えて、裁判所が PTA の法的地位についてどのよ
うな判断を下すかが、関係者から注目されていた事案であった。しかしながら、前
記のとおり裁判所は、本件における X の Y 小 PTA に対する「PTA 会費納入袋」を
使用した PTA 会費相当額の金員を支払っていたこと、X が防犯パトロールに参加
していたこと、及び、X が Y 小 PTA に対して「退会」の申入れをしたこと等の事











9 　実際、本件の事実関係からすれば、X が、退会に際して Y 小 PTA から不当な取扱いを
受けた、と主張して慰謝料を請求していた場合には、裁判所の判断が本判決と完全に同一
とはならなかった可能性があるように思われる。さらに、本件訴訟は、当初は Y 小 PTA で
はなく、PTA 会長個人を被告として提起されていたものであり、この点からしても、X が
























































































は、圧倒的多数の学校において PTA が存在し、かかる PTA の活動に対して、圧倒的多数
の保護者は、不満を感ずるか否かにかかわらず、必ずしも明確に異議を申し立てないこと



























の場合 PTA に対する不満ないし批判を抱えている者となるわけであり、加えて、PTA の活
動が支障なく行われている限り、PTA の活動の根拠と意義とについて理論的に説明する必
要性を、PTA 関係者が意識することは事実上ない可能性が高いこととなるから、インター
ネット上における PTA に関する議論は、全体的な傾向として、PTA に対する批判的な見解
が主流を占める結果となるものと考えられる。
15　もっとも、本件における X の主張は、児童が小学校に在籍している限り PTA に参加すべ
きものと誤って信じていた X に対し、Y 小 PTA がかかる X の誤信を解くことなく、会費
を請求して事実上入会させたことが違法である、とするものである。しかしながら、かか
る主張が認められるためには、X のかかる誤信が Y 小 PTA の行為によって生じ、あるいは
少なくとも Y 小 PTA の行為によって増幅させられたことを必要とするものと考えるべきで
あり、X に対して Y 小 PTA がいわゆる信認関係上の義務を負うと考えることも困難である。
そうすると、前述のとおり、本件における Y 小 PTA の行為のうち、X との関係で問題とな
りうるものは、X が退会の申入をしたことに対して、X の子らが Y 小に在籍している限り
PTA からは脱退できない旨を述べて、改めて会費を請求したことに求めるほかない。そし
て、後に Y 小 PTA は、かかる会費の請求等を撤回して謝罪しているわけであるから、結局、
本件において X が請求しうる法律上の請求権は、PTA から退会する旨の申入を行った後、






















和解協議が進行中であり、X 側は、Y 小 PTA に対して、当該 PTA が任意団体であって、入
退会が自由であることを明確に全ての保護者に対して示したうえで入会の勧誘をすべきこ
と等を内容とする和解条件を提示しているのに対し、Y 小 PTA 側は、PTA が任意団体であ
ること及び退会者に対して不利益を与えないことは認めるものの、これを全ての保護者に
対して明示することに対しては受け入れられないとの応答をしており、なお和解協議が継
続する見通しとのことである。『PTA と学校問題を考える会』「 ₈月₃₀日に PTA 裁判（和解）
が福岡高裁で行われました。」（₂₀₁₆年 ₉ 月 ₅ 日 ₀ 時₄₀分付）
